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日印共同声明 

 

 

１ ナレンドラ・モディ・インド共和国首相は，安倍晋三日本国総理大臣の招待

により，日本国を公式訪問中である。２０１６年１１月１１日，東京において，

両首脳は，広範囲にわたり協議を行い，２０１５年１２月１２日に策定された

「日印ヴィジョン２０２５」に述べられる特別戦略的グローバル・パートナーシ

ップの包括的なレビューを行った。両首脳は，２０１４年８月から９月にモディ

首相が日本国を訪問してからの過去２年間における二国間関係における重要な進

捗を確認した。 

 

パートナーシップの相乗効果 

 

２ 両首脳は，仏教の思想という共通の遺産を含む，両国民の間の深い文明のつ

ながりを評価し，平和的共存を達成する重要な価値として民主主義，開放性及び

法の支配に対する共有されたコミットメントを強調した。両首脳は，長期的パー

トナーシップの永続的基盤を提供する両国の政治的，経済的，戦略的関心におけ

る高度の合致を歓迎した。 

 

３ 両首脳は，世界の繁栄のための重要な原動力としてのインド太平洋地域の重

要性が高まっていることを強調した。両首脳は，地域の多元的かつ包摂的な成長

の実現において，民主主義，平和，法の支配，寛容，環境への配慮という中核を

なす価値観を強調した。この文脈で，安倍総理は，モディ首相の「アクト・イー

スト政策」の下での地域への積極的な関与を評価し，モディ首相に対して「自由

で開かれたインド太平洋戦略」を説明した。モディ首相は，この戦略の下におけ

るこの地域での日本のより大きな関与を評価した。両首脳は，前述の政策と戦略

の間におけるより深い二国間協力と相乗効果の可能性を認識した。 

 

４ 両首脳は，自由で開かれたインド・太平洋の実現を通じた，アジア・アフリ

カ間の連結性の向上は，地域全体の繁栄の達成のために極めて重要であることを

更に強調した。両首脳は，相互協議と相互信頼の原則に基づいて，地域のより良

い統合と連結性及び産業ネットワークのために，二国間及び他のパートナー国と

の緊密な連携によって，インドの「アクト・イースト政策」と日本の「質の高い

インフラ輸出拡大イニシアティブ」の相乗効果を目指すことを決定した。 

 

５ 相互依存の深まりとグローバル課題の複雑化をレビューしつつ，両首脳は，

ルールに基づく国際社会秩序の維持のみならす，気候変動，テロや暴力的過激主

義対策，国際連合安全保障理事会を含む国際連合改革等の世界の課題に関し，共

通空間や協力を拡大することを決定した。 
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６ 日本の資本，イノベーション及び技術とインドの高成長経済において利用可

能な豊富な人的資源及び経済機会を融合することの大きな可能性を念頭に置きつ

つ，両首脳は，特別戦略的グローバル・パートナーシップを強化し深化させるた

め，教育と能力開発に加え，先端技術，宇宙，クリーンエネルギーとエネルギー

セクター開発，インフラとスマートシティ，バイオ技術，製薬，情報通信技術分

野における協力を強化する必要性を強調した。 

 

より安全で安定した世界のためのより強固なパートナーシップの構築 

 

７ 両首脳は，インド太平洋地域の安定と繁栄における両国の役割を強調し，安

全保障・防衛分野における協力を一層強化する必要性を改めて表明するとともに，

日印防衛装備品・技術移転協定及び日印秘密軍事情報保護協定という２つの防衛

枠組み合意発効を歓迎した。両首脳は，防衛装備・技術協力に関する事務レベル

協議等を通じ，具体的案件の特定に向けた議論を促進することによって，一層の

双方向協力，技術協力，共同開発及び共同生産を通じた防衛分野における関与を

更に拡大させる必要性を強調した。 

 

８ 両首脳は，ニューデリーで行われた年次防衛相会談の成功，海上共同訓練マ

ラバールへの日本の定期的参加，及びヴィシャカパトナム沿岸における国際観艦

式への日本の定期的参加を評価した。両首脳は，「２＋２」対話，防衛政策対話，

防衛当局者間協議及び海上保安当局間協力を通じて安全保障・防衛分野における

二国間の対話を更に深めることへの希望を再確認した。また，本年，空軍種スタ

ッフトークスが初開催されたことにより，全ての三軍種において組織間をつなぐ

幅広い対話メカニズムが整備されたことを歓迎した。両首脳は，人道支援・災害

救援（ＨＡ/ＤＲ）分野における訓練へのオブザーバー派遣，及びその他の分野

における交流や訓練を含め，防衛分野における対話と協力を拡大する意図を共有

した。 

 

９ モディ首相は，救難航空艇ＵＳ－２を始めとする最新の防衛プラットフォー

ムの提供に関する日本の姿勢に対する感謝を述べた。これは，両国間の高度の信

頼と，日本とインドがこれまでの二国間の防衛交流を進展させるに当たり歩んで

きた道のりの長さを象徴するものである。 

 

繁栄のためのパートナーシップ 

 

１０ モディ首相は，「メイク・イン・インディア」，「デジタル・インディ

ア」，「スキル・インディア」，「スマートシティ」，「スワッチ・バーラト」

（※）及び「スタートアップ・インディア」といった革新的なイニシアティブを

通じた，経済発展の加速化のためのインド政府の取組について，安倍総理に説明

した。安倍総理は，政府開発援助（ＯＤＡ）を含む，日本の官民セクターによる

投資の積極的な動員を通じた，先進的な技能及びテクノロジーの共有により，こ

れらのイニシアティブに対し確固たる支援を行うことを表明した。両首脳は，こ
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れらのイニシアティブが日印の民間セクター間の更なる連携のための重要な機会

を提供することを強調した。 

（※）クリーン・インディアのヒンディー語表記 

 

１１ 両首脳は，両国間の旗艦事業であるムンバイ・アーメダバード間高速鉄道

建設事業（ＭＡＨＳＲ）が，２０１６年中に開催された３回の合同委員会での議

論を通して，着実に進捗していることを歓迎した。 

 

１２ 両首脳は，２０１６年１２月にジェネラルコンサルタントが業務を開始し，

２０１８年末までに工事を開始し，２０２３年に開業するとのＭＡＨＳＲの目標

スケジュールに留意した。 

 

１３ また，両首脳は，段階的な技術移転及び「メイク・イン・インディア」の

ための具体的なロードマップを策定するために，両国の代表によって構成される

タスクフォースが設立されることを歓迎した。両国は，高速鉄道に関するパート

ナーシップの更なる強化を追求する。両首脳は，高速鉄道研修所の設立及び研修

プログラムの開発の準備作業の開始を含む，高速鉄道技術及び運営維持管理に係

る人材育成の段階的な実施が極めて重要であることを強調した。両首脳は，２０

１７年に式典を開催することにより，ＭＡＨＳＲを加速化させる重要性を認識し

た。両首脳は，インドの在来線システムの近代化及び拡張に係る日印間の連携が

ますます強化されていることに満足をもって留意した。 

 

１４ 両首脳は，「ものづくり技能移転推進プログラム」を通じて，インドの製

造分野における人材育成に関して協力することを決定した。本プログラムは，官

民が連携して，日本式ものづくり学校の設立，及び日本企業によって選ばれた既

存工科大学への寄附講座の設置を通じて，１０年間で３万人の日本式のものづく

りの技能や規律を身につけた人材を育成し，インドの製造基盤の底上げを行い，

「メイク・イン・インディア」，「スキル・インディア」に貢献していく。日本

式ものづくり学校は，第一弾として，２０１７年夏に，グジャラート州，カルナ

タカ州及びラジャスタン州において３校が開校予定である。 

 

１５ 両首脳は，「日印投資促進パートナーシップ」の下，今後５年間で，イン

ドに対する３．５兆円の官民投融資を実現するための着実な進展を歓迎した。ま

た，両首脳は，貨物専用鉄道建設計画（ＤＦＣ）西回廊，デリー・ムンバイ産業

大動脈（ＤＭＩＣ）構想及びチェンナイ・バンガロール間産業回廊（ＣＢＩＣ）

構想の事業の進捗を歓迎した。さらに，両首脳は，ＯＤＡ事業の適正な実施を確

保する重要性を確認した。 

 

１６ モディ首相は，インドにおけるインフラの開発と近代化において日本のＯ

ＤＡが果たす重要な貢献に謝意を示した。この点について，両首脳は，チェンナ

イ及びアーメダバードにおける地下鉄事業，ムンバイ湾横断道路建設事業及びデ

リーの東部環状道路における高度道路交通システムの導入事業等の都市交通セク

ターにおけるＯＤＡ事業の進捗を歓迎した。安倍総理は，グジャラート州バブナ
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ガル県のアラン地区におけるシップ・リサイクル・ヤードの改善を支援するとの

日本側の意図を表明した。 

 

１７ 両首脳は連結性を強化するために協働することについて強いコミットメン

トを表明し，インド北東部における道路の連結性を強化する事業の進捗を歓迎し

た。両首脳は，スマートシティの分野において，効率的で効果的な方法でスマー

トアイランドの発展を促進させる技術，インフラ，開発戦略及び管理のプロセス

を特定するための協議を始めることで，スマートアイランドを発展させるために

協力することを決定した。 

 

１８ モディ首相は，ジャルカンド州における灌漑事業へのＯＤＡ借款の供与，

オディシャ州の森林資源管理及びラジャスタン州及びアンドラ・プラデシュ州に

おける灌漑改善のための準備調査の実施に対して，謝意を示した。 

 

１９ モディ首相は，ヴァラナシ市におけるコンベンション・センターの建設を

支援するための日本の取組に謝意を表明し，二国間関係強化の証としての象徴的

な重要性を認識した。 

 

２０ 安倍総理は，モディ首相のインドにおけるビジネス環境の改善に対する強

いコミットメントを賞賛し，歴史的な物品・サービス税（ＧＳＴ）法案，破産・

倒産法，その他の施策の成立を通じた，投資政策の自由化，税制の簡素化・合理

化のための改革が行われたことを歓迎。 

 

２１ 安倍総理は，インドにおけるビジネス環境の改善と日本からの投資を容易

にする環境の創出に関するモディ首相の取組に感謝の意を表明した。モディ首相

は，安倍総理の日本工業団地設立のためのイニシアチブを評価した。モディ首相

は，これら日本工業団地の設立は，インドの製造業分野における技術導入，技術

革新及びベストプラクティスを強化するものとなるとの自信を表明した。両首脳

は，先行開発と特別投資インセンティブの付与のため日本工業団地の１２のエリ

アのうちいくつかのエリアを選定することによる的を絞った計画の遂行を含む，

日本工業団地に関する進捗を歓迎した。また，両首脳は，日本工業団地の開発の

協議と協力を継続することで一致した。 

 

２２ 安倍総理はまた，インドにおける日本企業のために「ジャパン・プラス」

が提供する便宜，及び日印投資促進パートナーシップ推進のために内閣次官が主

催する「コア・グループ」による調整に謝意を表明した。両首脳は，二国間経済

戦略対話，金融協力対話，日印包括的経済連携協定の各種委員会が本年成功裏に

開催されたことに満足とともに留意し，二国間関係を深化させるためのこうした

対話や小委員会の重要性を強調した。さらに，両首脳は，ビジネスコストを下げ，

日印間の人的・経済的交流を更に促進する社会保障協定が，２０１６年 １０月

に発効したことを歓迎した。 

 

２３ 両首脳は，日本企業のインドへの直接投資を促進するため，日本貿易保険

(ＮＥＸＩ)及び国際協力銀行(ＪＢＩＣ)による総額１．５兆円までの「日印メイ
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ク・イン・インディア特別ファシリティ」が実施される重要性を確認した。両首

脳は，インドにおけるインフラプロジェクトへの資金供与を検討するための海外

交通・都市開発事業支援機構(ＪＯＩＮ)と国家投資インフラ基金(ＮＩＩＦ)との

間の覚書を歓迎した。 

 

よりクリーンでより環境に優しい未来に向けた協力 

 

２４ 両首脳は，信頼性がありクリーンで安価なエネルギーへのアクセスが両国

の経済成長にとり重要であることを認識し，これに関して両首脳は，２０１６年

１月に開催された第８回日印エネルギー政策対話で発出した日印エネルギー・パ

ートナーシップ・イニシアティブを歓迎した。両首脳は，両国のエネルギー開発

にとどまらず，世界のエネルギー安全保障やエネルギー・アクセス及び気候変動

問題にも資するものであることから，両国間のエネルギー協力を更に強化するこ

とを希望した。両首脳はまた，仕向地条項の撤廃を含めた透明かつ多様な液化天

然ガス（ＬＮＧ）市場の構築を再確認した。 

 

２５ 両首脳は，気候変動に関するパリ協定の早期発効を歓迎し，協定の成功裏

の実施に向けたルール策定における協働についてのコミットメントを再確認した。 

両首脳は，また，可能な限り早期に二国間クレジット制度（ＪＣＭ）に係る協議

を実施する意図を共有した。 

 

２６ 安倍総理は，国際太陽光同盟の設立を含め，特に再生可能エネルギー分野

におけるモディ首相の取組を歓迎した。 

 

２７ 両首脳は，原子力の平和的利用における協力のための日本国政府とインド

共和国政府との間の協定への署名を歓迎した。これは，クリーン・エネルギー，

経済発展及び平和で安全な世界のための相互信頼及び戦略的なパートナーシップ

の新たな水準を反映するものである。 

 

２８ 両首脳は，環境に配慮した高効率エネルギー技術分野での官民協力の進展

を歓迎するとともに，クリーンコール技術やハイブリッド自動車および電気自動

車を含む環境対応車の普及などといった分野において協力を推し進めていくこと

の重要性を強調した。 

 

２９ 両首脳は，「２００９年の船舶の安全かつ環境上適正な再生利用のための

香港国際条約（仮称）」を早期に締結する意図を表明した。 

 

未来志向のパートナーシップの基礎の構築 

 

３０ 両首脳は，社会を根本的に変革する科学技術に関する深い二国間協力の非

常に大きな潜在性を認識した。また，両首脳は，宇宙協力の拡大の重要性を強調

し，ＪＡＸＡとＩＳＲＯとの間の覚書（ＭＯＵ）の署名を歓迎した。両首脳は，

ＪＡＭＳＴＥＣと地球科学省との間の協力覚書（ＭＯＣ）通じたものを含め，海

洋，陸地，大気科学の分野における協力の拡大を評価した。両首脳は，二国間の
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ＩＴ及びエレクトロニクスに係る合同作業グループ，ＪＥＴＲＯが協力する日印

ＩｏＴ投資イニシアティブ及び科学技術合同委員会を通じた，二国間のＩＴ及び

ＩｏＴ協力の進展に留意した。 

 

３１ 両首脳は第３回国連防災世界会議に続きニューデリーで開催された「アジ

ア防災閣僚級会合２０１６」の成功を歓迎した。両首脳は，防災分野における協

力の潜在性を認識した。また，両首脳は津波に対する意識向上，リスクへの理解

の促進及び対処方法の発展のための「世界津波の日」の重要性を認識した。 

 

３２ 両首脳はまた，薬剤耐性，幹細胞研究，製薬，医療機器を含む保健分野協

力における協力の進展を歓迎した。また，両首脳は，日本におけるジェネリック

医薬品の数量割当に関する目標に照らし，日本と印度の製薬会社の間の協力のた

めの機会に留意した。 

 

永続的パートナーシップのための人材への投資 

 

３３ 両首脳は，観光，青少年交流及び教育分野での協力の機会を更に強化する

必要性を強調し，文化と観光の分野において２０１７年を日本とインドの友好交

流の年として祝うことを決定した。両首脳は，文化交流の分野における協力覚書

（ＭＯＣ）を歓迎した。両首脳は，二国間における観光往来の促進を切に願い，

初の日印観光協議会が開催されたことに満足の意をもって留意し，２０１７年に

第２回会合が日本で開催されることに期待を示した。両首脳はまた，２０１６年

度中に予定されている日本政府観光局（ＪＮＴＯ）デリー事務所の開設を歓迎し

た。 

 

３４ 安倍総理は，インド人学生に対するビザ緩和を発表し，インド国民に対す

るビザ申請窓口の数を２０に拡大する意図を表明した。安倍総理は，インド側の

措置である日本人観光客と投資家への査証の長期１０年の査証と到着ビザ制度

(Visa on Arrival)の拡大についてモディ首相に謝意を示した。 

 

３５ 安倍総理は，アジアにおいて高度人材の往来を強化するための日本の新た

な事業である「イノベーティブ・アジア」について説明した。両首脳は，同事業

がインド人学生に対して奨学金及びインターンシップの機会を利用する新たな手

段を提供しイノベーションを一層促進することを期待した。 

 

３６ 両首脳は，教育に関する第１回日印高級実務者政策対話が成功裏に実現し

たことに満足の意を示すとともに，拡大された大学間の連携等を通じて教育分野

での協力を更に強化する必要性を強調した。両首脳はまた，教育モデルのベス

ト・プラクティスを共有することや，インド人の若い学生・若手研究者を日本に

招へいするさくらサイエンスプラン（日本・アジア青少年サイエンス交流事業）

等の取組の重要性について強調した。 

 

３７ 両首脳は，特に東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会に注

目し，経験，技術，情報そして知見の交換を促進するため，日本の文部科学省と
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インド青少年スポーツ省との間のスポーツに関する協力覚書への署名を歓迎した。

安倍総理は，東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会の成功に向け

た日本の取組に対して支援するというモディ首相の申し出を歓迎した。 

 

３８ 両首脳は，政府の全ての階層において，また，議会の構成員の間及び県と

州の間において，更なる交流の重要性を強調した。両首脳は，相互協力に関する

兵庫県とグジャラート州の協力覚書（ＭＯＵ）の署名を歓迎した。両首脳は，ま

た，両国の文化遺産にとり欠かせない古都である京都市とヴァラナシ市の間の強

化されたきずなに満足の意を表明した。 

 

３９ モディ首相は，国際ヨガの日を祝することに対する，日本での関心の高ま

りを歓迎した。モディ首相は，また，インドで最も権威あるヨガ機関で研修を受

けるためのインドの奨学金の利用を奨励した。 

 

４０ 両首脳は，女性が輝く社会に向けた国際シンポジウム（ＷＡＷ！）等の会

議を通じた取組を含め，女性のエンパワーメントの重要性及びこの分野における

協力を強化する重要性を認識した。 

 

４１ アジアの未来が，アジアにおける非暴力，寛容及び民主主義といった伝統

から良い影響を受けつつ築かれるべきとの見解を共有しつつ，両首脳は，「アジ

アの価値観と民主主義」シンポジウムの２０１６年１月の東京での開催を歓迎す

るとともに，２０１７年の次回会議に期待を寄せた。 

 

インド太平洋地域内外におけるルールに基づく国際秩序の強化に向けた協力 

 

４２ 両首脳は，日本とインドとの協力が，２１世紀において繁栄するインド太

平洋地域を実現する潜在力を持つことを強調した。両首脳は，地域における，経

済・社会開発，能力構築，連結性及びインフラ開発を促進するため，共有された

価値観，共通の関心，補完的な技術と資源の強みを生かすことを決定した。この

関係で，安倍総理は，日本のＯＤＡプロジェクトを通じることなどにより，これ

らの目標を前進させるために日印両国の人的，財政的及び技術的資源を組み合わ

せた新しいイニシアティブを提案した。モディ首相は，この点について二国間協

力の重要性を確認した。 

 

４３ 両首脳は，お互いの取組から相乗効果を生み出し，研修や能力構築，保健，

インフラ，連結性といった分野における特定の共同プロジェクトを探求すること

を目的に，アフリカに関する協力を促進するための日印対話の重要性を強調した。

この観点から，両首脳はまた，国際社会と協力して，アジアとアフリカの産業回

廊及び産業ネットワークの開発を促進していく意図を表明した。 

 

４４ 両首脳は，とりわけ，インフラとチャーバハールへの連結性の発展におけ

る二国間及び三か国協力を通じた，南アジア及びイラン，アフガニスタン等の周

辺地域における平和と繁栄の促進のための両国間の協力の可能性を歓迎した。両

首脳は，そのような協力の詳細について早急に作業するよう事務方に指示した。 
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４５ 両首脳は，日本，インド及び米国の間の三か国対話の開催を歓迎するとと

もに，人道支援・災害救援，地域連結性，海洋の安全保障及び安全等の分野にお

ける連携と協力の強化を歓迎した。両首脳はまた，日本，インド及び豪州の間の

継続する深化した三か国対話を歓迎した。 

  

４６ 両首脳は，地域の政治，経済及び安全保障に係る問題を協議する首脳主導

のフォーラムとしての東アジア首脳会議（ＥＡＳ）のプロセスの強化に向けた進

捗を歓迎し，同サミットをよりダイナミックで積極的なプロセスにすべく協力す

ることを決定した。両首脳は，ジャカルタでのＥＡＳ大使会合の開催及びＡＳＥ

ＡＮ事務局内におけるＥＡＳユニットの設置を歓迎した。両首脳は，ＥＡＳの枠

組みにおける海洋協力及び地域の連結性の拡大の重要性を強調した。 

 

４７ 両首脳は，ＡＳＥＡＮ地域フォーラム，拡大ＡＳＥＡＮ国防相会合，ＡＳ

ＥＡＮ海洋フォーラム拡大会合等のＡＳＥＡＮが率いるフォーラムにおいて強化

された協力と海洋安全保障，テロと暴力的過激主義，気候変動を含む地球規模及

び地域の課題に対処するための取組の調整を通じて進化する地域機構を方向付け，

強化する意欲を表明した。 

 

４８ 両首脳は，これらの地域対話及び三か国対話のメカニズムが更に発展し，

インド太平洋地域における，均衡性のある，開かれた，包摂的な，安定した，透

明性の高い，そして法の支配に基づく経済，政治及び安全保障の構造に寄与する

ことに対する強い希望を表明した。 

 

４９ 両首脳は，「ゼロ・トレランス」の精神であらゆる形態・目的のテロを最

も強い表現で非難する。両首脳は，テロ，暴力的過激主義の脅威が増しており，

また，拡散していることに大きな懸念をもって留意した。両首脳は，ダッカ及び

ウリを含む最近のテロ攻撃による両国の被害者の遺族に対して哀悼の意を表明し

た。両首脳は，安保理決議１２６７及びテロ組織を指定する他の関連の決議の履

行を全ての国に求めた。両首脳は，全ての国に対して，テロの避難場所とインフ

ラを除去するために協働し，テロリストのネットワークと資金調達経路を破壊し，

テロリストの越境を止めることに取り組むことを求めた。両首脳は，全ての国が，

それぞれの国から発生する国境を越えたテロに効果的に対処することの必要性を

強調した。両首脳は，進化するテロの性格により，より多くの情報及びインテリ

ジェンスの共有を含め，テロや暴力的過激主義対策においてより強固な国際的パ

ートナーシップが求められていることを強調した。両首脳は，両国間の現行の対

テロ対話に留意し，両国間でのより多くの情報及びインテリジェンスの交換を通

じた強化された協力を求めた。両首脳はまた，パキスタンに対し，２００８年１

１月のムンバイにおけるテロ攻撃及び２０１６年のパタンコートにおけるテロ攻

撃を含めたテロ攻撃の犯人を裁判にかけることを要求した。 

 

５０ 両首脳は，グローバル・コモンズや海洋，宇宙，サイバーといった領域の

保護における緊密な協力を確認した。 
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５１ 両首脳は，ＵＮＣＬＯＳに明白に反映されているとおり，国際法の原則に

基づいて，航行及び上空飛行並びに阻害されない，法で認められた通商の自由を

尊重するコミットメントを強調した。この文脈で，両首脳は，活動を実施するに

当たっては自制し，武力による威嚇又は行使に訴えず，平和的手段を通じて紛争

を解決することの重要性を強調した。ＵＮＣＬＯＳの締約国の先導者として，両

首脳は，全ての締約国は，海洋の法秩序を確立したＵＮＣＬＯＳを最大限尊重す

べきという考えを強調した。南シナ海については，両首脳は，ＵＮＣＬＯＳを含

む国際法の原則に基づいて，平和的手段で紛争を解決することの重要性を強調し

た。 

 

５２ 両首脳は，北朝鮮による，ウラン濃縮活動を含む，核兵器及び弾道ミサイ

ル開発の継続を最も強い表現で非難し，北朝鮮に対し，いかなる更なる挑発行動

も自制し，関連する国連安保理決議を含め，全ての国際的な義務を完全に履行す

るとともに，朝鮮半島の非核化に向けた行動をとるよう強く求めた。両首脳は，

地域の脅威となっている拡散活動に対して協力する決意を再確認した。両首脳は，

また，北朝鮮に対し，拉致問題に直ちに対応することを求めた。 

 

５３ 安倍総理は，モディ首相に対し，「積極的平和主義」等のイニシアティブ

を通じて，地域の平和，安定及び繁栄に更に貢献するための日本の取組について

説明した。モディ首相は，地域とグローバルの安定と繁栄に対する日本の積極的

な貢献を評価した。 

 

５４ 両首脳は，２１世紀の国際社会の現実を考慮し，より正当性を備え，効果

的で代表性の高いものとするため，安保理を含む国連の迅速な改革を要請し，こ

の目標を実現するため，志を共にする国々と緊密に連携する決意を再表明した。

両首脳は，文書に基づく交渉の立上げに向けた有意義な進展を始め，現在進めら

れている政府間交渉を推進するものとして，安保理改革に関するフレンズ・グル

ープの創設を歓迎した。両首脳は，日本とインドが拡大された安保理における常

任理事国の正当な候補であるとの確固たる共通認識を基に，それぞれが常任理事

国の候補であることを相互に支持することを改めて表明した。 

 

５５ インドが最大の民主主義国であり，アジア太平洋地域において急速に成長

する経済大国であることを認識し，日本はインドがＡＰＥＣに参加することを強

く支持する。両首脳は，アジア太平洋地域における貿易と投資の自由化と円滑化

に向けて取り組むことを決定した。両首脳は現代的な，包括的な，質の高い，か

つ，互恵的な東アジア地域包括的経済連携（ＲＣＥＰ）協定の妥結に向けて協力

することを再確認した。両首脳は，アジア太平洋地域において，ＷＴＯ貿易円滑

化協定（ＴＦＡ）及び物品・サービスの貿易の増大を通じ，貿易の自由化及び円

滑化に向けて取り組むことを決めた。両首脳は，本年Ｇ２０首脳により求められ

た，鉄鋼の過剰生産能力に関するグローバル・フォーラムの設立を通じたものを

含めて，鉄鋼産業における過剰生産能力に関するコミュニケーション及び協力を

強化していくことの重要性を再確認した。 
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５６ 両首脳は，核兵器の完全な廃絶のための共通のコミットメントを再確認し

た。安倍総理は，包括的核実験禁止条約（ＣＴＢＴ）の早期発効の重要性を強調

した。両首脳は，シャノン・マンデートに基づいて，無差別，多国間の，かつ国

際的，効果的に検証可能な核兵器用核分裂性物質生産禁止条約（ＦＭＣＴ）の交

渉の即時開始及び早期妥結を求めた。また，両首脳は，核拡散及び核テロリズム

の課題に対処するための国際協力の強化に向けた決意を表明した。 

 

５７ 両首脳は，効果的な国家の輸出管理システムの重要性を認識した。日本は，

最近のインドのミサイル技術管理レジーム及び弾道ミサイルの拡散に立ち向かう

ためのハーグ行動規範への参加，並びにインドによる輸出管理レジームへの関与

の強化を歓迎した。両首脳は，国際的な不拡散の取組を強化する目的で，インド

が他の３つの国際輸出管理レジームである，原子力供給国グループ，ワッセナ

ー・アレンジメント及びオーストラリア・グループの完全なメンバーになるため

に協働するためのコミットメントを再確認した。 

 

結句 

 

５８ モディ首相は，日本国政府及び日本国民の温かいもてなしに謝意を表し，

安倍総理に対して，次回の年次首脳会談のためにお互いの都合の良い時にインド

を訪問するよう心を込めて招待した。安倍総理は，感謝をもって招待を受け入れ

た。 

 

 

 

 

 

日本国総理大臣                   インド共和国首相 

 

 

 

 

 

 

 

 

２０１６年１１月１１日に東京にて署名した。 

 
 
 


